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石木川流域の環境価値

石木川は流域全体で一つの生態系

• 森林・河川・農地が連続した自然環境

• 上流から下流まで高い自然度

• 生物多様性を支える重要な自然資本

• 良好な水環境や景観など多様な生態系サービスを提供



地域を代表する自然

水没予定地の自然環境

• 岩屋郷中ノ川内地区のゲンジボタル群生地

• ヤマトシマドジョウなど希少な淡水魚

• 地域住民に親しまれる自然景観

地域の貴重な自然資本



ダムによる環境変化

• 流水から止水への変化



環境影響評価について

•2008年に完了。現在はモニタリングを行って
いる。

•当時（～2008年）の法令や技術指針に基づき
調査・予測・評価が実施され、重要種の抽出や
保全措置についても一定の検討が行われている
ことから、その手続き自体は概ね適切に実施さ
れたものと考えられる。



ゲンジボタルは移植だけでは守れない



石木川の環境影響評価と環境面での意義の変遷
年 主な出来事 環境面での意義

1997年 河川法改正
「河川環境の整備と保全」が法目的に追加され、
治水・利水に加えて環境保全が河川行政の柱と
なる。

2008年 石木ダム事業の環境影響評価完了
当時の法令・技術指針・科学的知見に基づき調
査・予測・評価が実施された。

当時としてはおおむね適切

2010年 生物多様性条約COP10（愛知目標）
生物多様性の保全と生態系サービスの維持が国
際的な目標となる。

2021年 流域治水関連法の整備
流域全体で治水・利水・環境を一体的に考える
「流域治水」が本格化。

2022年 昆明・モントリオール生物多様性枠組採択
ネイチャーポジティブ（自然を回復軌道に乗せ
る）が国際目標となる。

2023年～現在 日本でネイチャーポジティブ政策を推進
30by30、自然共生サイトなど、自然資本を重
視した政策が展開されている。



環境影響評価の課題
2008年（環境影響評価完了時） 現在（2026年）

当時の法令・技術指針に基づく評価 法制度・技術指針の充実

当時の科学的知見 最新の科学的知見・調査技術

気候変動の影響は限定的な認識
気候変動の顕在化（豪雨・渇水・高
水温）

希少種を中心とした保全 生物多様性・生態系全体の保全

生態系サービスの概念は発展途上 自然資本・生態系サービスの重視

個別事業ごとの環境配慮
流域全体での管理（流域保全）・グ
リーンインフラ

ネイチャーポジティブの概念は未確立
ネイチャーポジティブが国際・国内
政策の柱

約20年の間に、科学的知見、環境政策、社会的要請は大きく進展している。＋気候変動も大きな要素となる



提 言

• ① 最新調査による自然環境の再把握

• ↓

• ② 生態系・自然資本の再評価

• ↓

• ③ 必要に応じ環境影響評価を更新

• ↓

• ④ 河川整備計画へ反映

• ↓

• ⑤ 長期モニタリング・順応的管理



ま と め

①石木川流域は地域を代表する自然資本である

②現在の科学的知見で再評価することが望ましい

③ネイチャーポジティブ、流域保全の視点を河川整備へ反映する

ことが重要

「自然資本を次世代へ継承することは、地域の持続可能な発展につながる。」
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